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（要旨） 

● 我が国の経済成長率は景気実感との乖離があり、景気判断に馴染まない。この背景の一つとし

て、経済成長の基となる実質ＧＤＰがモノやサービスの輸出入別に価格や品質の調整を施し、

架空となる会計上の所得を含むことがある。 

● 我が国では、グローバルな競争激化等から輸出品の価格が上がりにくいのに対し、資源価格の

上昇等から輸入価格が上がりやすく、交易条件が悪化しやすい。つまり、生産や需要面からみ

た経済規模が拡大しても、所得面から見た経済規模が増加しにくい特有の経済構造がある。 

● 我が国における会計上の所得が他の先進国よりも極端に大きいのは、原油をはじめ原材料を輸

入して、その加工品を輸出するという他の先進国に見られない極端な貿易構造が影響している。

このため、我が国で実質ＧＤＰからマクロの実質所得動向を把握するには限界がある。 

● 2010 年４－６月期の成長率で見れば、実質ＧＤＰが前期比年率＋0.4％であるのに対し、ＧＤＰ

会計上の所得を除いた実質ＧＤＩは同▲1.7％とマイナス成長に転じている。日本の経済成長率

を計測するには、海外に所得が大規模に流出している実態を反映していない実質ＧＤＰではな

く、所得に注目した実質ＧＤＩを活用すべき。 

● ＧＤＰは国内の需給ギャップを計測するにも重要な役割を担っている。従って、ＧＤＰ統計の

うち架空の所得となる交易損失を除去したＧＤＩを核にして、よりインフレ率との連動性が高

いＧＤＩギャップを作成・公表するといった工夫も検討すべき。 

＊本稿は「週刊エコノミスト８月 31 日号」に寄稿したレポートをリバイスしたものです。 

 

●はじめに 

 2002 年２月から 07 年 10 月まで続いた戦後最長の景気拡大局面では、実質国内総生産（ＧＤＰ）が

13.2％（66 兆円）拡大したにもかかわらず、生活者には「実感なき景気回復」となり、いざなぎ越え

の虚無感と揶揄された（資料１）。また、昨年４～６月期以降の実質ＧＤＰは５四半期で 4.5％（23

兆円）拡大しているが、これも国民の実感を伴ったものとなっていない。 

 この背景には、生産や需要面からみた経済規模が拡大しても、所得面から見た経済規模が増加しに

くいといった我が国特有の経済構造がある。三面等価の原則1によれば、生産・需要・所得それぞれの

                                                  
1 国内総生産（GDP＝Gross Domestic Product）は年間に国内で生み出された付加価値の合計であり、GDP を生産面、分配面、

支出面という 3 つのいずれの側面から見ても等しくなることを「3 面等価の原則」という。3 面等価の原則によれば、GDP は生産面

から国の経済規模を計ったものであり、家計消費や企業投資、政府支出など支出面からの積み上げにより推計される四半期 GDP は

国内総支出（GDE＝Gross Domestic Expenditure）となる。従って、国の経済規模を財・サービスの売り手（供給側）から集計

した GDP と買い手（需要側）から集計した GDE は表裏の関係にあり、両者の値は理論上等しくなる。 
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側面から見た経済規模は一致することになる。しかし、こうした経済理論が日本には必ずしもあては

まらず、生産や需要が拡大しても所得が拡大しにくいケースが目立つ。 

 そこで本稿では、なぜそうしたことが起こるのか。三面等価の側面から我が国におけるＧＤＰ統計

の問題点を検証する。 

 

資料１　実質ＧＤＰと実質ＧＤＩの比較（季節調整値）
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●景気実感を反映しない日本の実質ＧＤＰ 

 生産・支出面からみた経済規模であるＧＤＰと所得面から見た経済規模となる国内総所得（ＧＤＩ）

について簡単に触れておこう。 

 その時点での時価で評価し、物価変動の影響を調整していない名目の世界では、国内で生み出され

た付加価値である名目ＧＤＰと国内の総所得である名目ＧＤＩの大きさは等しくなる。しかし、物価

変動の影響を取り除いた実質的な付加価値を示す実質ＧＤＰは、各構成要素の価格をある時点で固定

して計測するため、海外との貿易に係る交易条件の変化に伴う購買力の変化は反映されない。 

 交易条件とは、平たくいえば輸出品と輸入品の交換比率であり、輸出物価（輸出デフレーター）を

輸入物価（輸入デフレーター）で割った数値で示される。輸出品の価格が輸入品のそれよりも高くな

ると、その国の交易条件は有利になる。 

 この交易条件の変化に伴う購買力の変化を示すのが交易利得（損失）2である。交易条件が有利（輸

出価格＞輸入価格）となれば、利得になり、不利（輸出価格＜輸入価格）になれば、損失となる。そ

                                                                                                                                                                  
 GDP や GDE で計られる付加価値の合計額は、企業の収入になれば利潤、家計の収入になれば給与所得、政府の収入となれば税収

といった形で必ずいずれかの経済主体に所得として分配される。このため、これらの総額となる国内総所得（GDI＝Gross Domestic 

Income）も GDP や GDE と理論上等しくなる。 
2  ある基準年から交易条件が変化することによって、国内居住者の実質購買力すなわち実質所得が海外からどれだけ流入したか、

もしくは海外にどれだけ流出したかを示す数値である。交易条件とは、単位あたりの輸出量と引き換えに購入できる輸入量が基準年

と比べて何倍になっているかを表す。GDP 統計上では「輸出デフレーター（物価）÷輸入デフレーター（物価））の数式で求めら

れ、この値が上昇すると交易条件が改善することを、逆に小さくなると交易条件が悪化することをそれぞれ意味する。 

「交易利得（損失）＝実質 GDI－実質 GDP」として定義される。GDP と GDI は１国の経済規模を意味する指標であり、３面等価

の原則では、付加価値として生み出されたものは支出に結びつき、支出の受け取りは所得に結びつくため、両者は名目値では理論上

等しくなる。しかし、交易条件に変化が生じると、実質 GDP は生産や支出の量を表すのに対し、実質 GDI は実質的な所得や購買力

を表すことになる。このため、GDP と GDI は実質値では異なり、その差が交易利得（損失）となる。 
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して、実質ＧＤＰ＋交易利得（損失）＝実質ＧＤＩと定義される。つまり、実質ＧＤＰに交易利得（損

失）を加えたものが、国内の所得を示す実質ＧＤＩとなる。 

 
資料２ 交易利得（損失）の計算式 

交易利得（損失）＝（Ｘ－Ｍ）／Ｐ－（Ｘ／Ｐｘ－Ｍ／Ｐｍ） 

実際の所得   GDP 会計上の所得 

Ｘ：名目輸出、Ｍ：名目輸入、Ｐｘ：輸出デフレーター（輸出物価）、Ｐｍ：輸入デフレーター（輸

入物価）、Ｐ（輸出入物価）＝（Ｘ＋Ｍ）÷（Ｘ／Ｐｘ＋Ｍ／Ｐｍ） 

（出所）内閣府 

 

 この式から、交易利得（損失）は「実際の所得」と「ＧＤＰ会計上の所得」の差として算出される

ことがわかる。つまり、上記式の第１項の実際の所得は（「名目の輸出：Ｘ」－「名目の輸入：Ｍ」）

をＰ（輸出入物価）で割った数値であり、企業の手元に残る金額（貿易収支）を実質化した貿易を通

じて得られる実質所得を表す。これに対し、式の第２項は実質ＧＤＰにおける純輸出であり、輸出入

の数量差によって規定されるＧＤＰ会計上の実質所得を表す。 

 輸出入数量が不変であっても、例えば輸出入される財・サービスの価格が全般的に２倍に上昇すれ

ば名目所得も２倍になる。このように貿易を通じて得られる名目所得は変化する。従って、貿易を通

じて得られる実質所得は、輸出入価格の全般的な水準を捕らえることで算出される。 

 実際の海外所得とＧＤＰ会計上の海外所得の差が、交易利得（損失）となる。交易利得（損失）は

輸出入の相対価格の変化に伴う実質所得の変化を捉えるものであり、貿易を通じて得られる実質所得

のうち実質ＧＤＰには反映されない部分を表している。00 年以降は原油をはじめとする資源価格が高

騰した一方で、ハイテク製品などの輸出価格が低下したため、日本の交易条件が大きく悪化。実質Ｇ

ＤＰに反映されない交易損失が膨らみ、国民の所得を示す実質ＧＤＩが低下した。 

 つまり、我が国で外需が拡大しても所得に結びつきにくいのは、グローバルな競争激化等から輸出

品の価格が上がりにくいのに対し、資源価格の上昇等から輸入価格が上がりやすく、交易条件が悪化

しやすいことが主因である（資料３）。我が国で「３面等価の原則」が通じない理由は、このように

国内から海外へ大幅な所得移転が進む構図が指摘できる。 

 

資料３　実際の海外所得と会計上の海外所得
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●原因は日本の貿易構造 

 通常、交易条件は短期的には大きく変化しないため、実質ＧＤＰと実質ＧＤＩに大きな差は生じな

いとされている。実際、米・ユーロ圏・英の主要先進国について、交易利得（損失）の実質ＧＤＰ比

を計測すると、1995 年以降の全ての四半期で交易利得（損失）の実質ＧＤＰ比が±１％の範囲に納ま

っている（資料４）。これは、実質ＧＤＰの変化が実質ＧＤＩの変化に結びつきやすい構造にあるこ

とを意味している。背景には輸出入物価（デフレーター）の動きに連動性が高いことがある。つまり、

輸入物価が上昇する時は、輸出物価も上昇することを意味する。このため、輸出物価（デフレーター）

を輸入物価（デフレーター）で割って算出される交易条件は大きく変化せず、輸出入の相対価格が国

内所得へ及ぼす影響は限定的となる。 

 これに対し、我が国の交易利得（損失）は対実質ＧＤＰ比でマイナス幅が極端に大きくなっている。

これは、輸入価格が大幅に上昇する一方で、輸出品の価格が緩やかな上昇にとどまっていることによ

り、我が国の海外との交易条件が大きく悪化しているためである。つまり、原油など１次産品価格の

上昇などから輸入価格が大幅に上昇し、海外への支払いの増加につながる一方で、輸出価格はグロー

バルな競争環境の激化などから緩やかに上昇しているため、国内から海外へ大幅な所得移転が進んで

いるといえる。 

 

資料４　主要国の交易利得（損失）
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 このように、我が国の交易損失が他の先進国よりも極端に大きいのは、原油をはじめ原材料を輸入

して、その加工品を輸出するという他の先進国に見られない極端な貿易構造の存在が影響している

（資料５）。要するに、生産（ＧＤＰ）や支出（ＧＤＥ）と分配（所得、ＧＤＩ）が常に等しくなる

という「３面等価の原則」が我が国では必ずしも当てはまらないのである。これが、経済成長してい

るにもかかわらず所得が増えないといった現象を引き起こしている。従って、他の先進国との経済構

造の違いなどを勘案すれば、我が国で実質ＧＤＰからマクロの実質所得動向を把握するには限界があ

るといえよう。 
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資料５　日米欧における輸出入品目別シェア（2008年）

（出所)内閣府、米国商務省、Eurostat
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●生産や需要が伸びても結びつかない所得 

 四半期ＧＤＰ速報では、需要項目の積み上げから推計された実質ＧＤＰと同時に、参考系列として

交易利得と実質ＧＤＩの時系列データを公表している。 

 そこで、近年における実質ＧＤＰと実質ＧＤＩを比較してみると、実質ＧＤＰに関しては 10 年１

～３月時点で 05 年４～６月期の水準まで回復しているのに対し、実質ＧＤＩについては実質ＧＤＰ

よりも回復傾向が弱く、10 年１～３月時点では 03 年７～９月期の水準までしか改善していないこと

がわかる（前掲資料１）。ここまで水準が違うのだから、人々の平均的な所得回復の実感がわかない

のも当然だろう。 

 また、09 年度以降の成長率を比較すると、実質ＧＤＰが４四半期連続でプラス成長に対して、実質

ＧＤＩは 09 年７～９月期にいったんマイナス成長に転じていることがわかる（資料６）。更に、直

近 10 年４～６月期の成長率で見ても、実質ＧＤＰが前期比年率＋0.4％であるのに対し、実質ＧＤＩ

は同▲1.7％とマイナス成長率に転じている。すなわち、ＧＤＰ会計上の所得も含んだ実質ＧＤＰは

現実の実質所得よりも過大推計となり、景気実感とあっていないといえる。 

 さらに、リーマン・ショック以前の四半期ごとの成長率を比較すると、実質ＧＤＰは 08 年４～６

月期からマイナス成長に陥ったのに対し、実質ＧＤＩは既にその１年前の 07 年４～６月期からマイ

ナス成長に陥っており、ここでも世間が注目する経済成長率に景気実態が反映されていなかった可能

性が高い。逆にリーマン・ショックにより我が国の経済成長率が先進国で最大の落ち込みを示したと

されているが、実質ＧＤＩで見るとそもそもリーマン・ショック前の回復が弱かった分、落ち込みも

先進国最大とはなっていないこともわかる。 

 このように日本以外の先進国は、生産や需要の伸びがそのまま所得の伸びに結びつきやすい構造に

あるため、実質ＧＤＰで経済成長率を計っても景気実感に合う。しかし、我が国では生産や需要の伸

びがそのまま所得の伸びに結びつかない特異な構造にあることから、経済成長率の公表値と世間の所

得実感の間には大きなギャップがあると考えられる。 

 その点、日本が他国に例を見ない特異な貿易構造にあり、必ずしもＧＤＰ成長率が実情を示してい

ない事情を内外の投資家や市場関係者がどこまで理解しているかは疑問である。本来なら、日本の経

済成長率を計測するには、海外に所得が大規模に流出している実態を反映していない現状の実質ＧＤ

Ｐではなく、所得に注目した実質ＧＤＩを指標として活用すべきといえよう。 
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資料６　主要先進国の経済成長率

(出所）各国統計を元に筆者試算
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●乖離生じるＧＤＰギャップとインフレ率 

 さらに、現状の実質ＧＤＰから計測した需給ギャップ（ＧＤＰギャップ）はインフレ（物価上昇）

率との感応度が下がっており、将来の物価判断に馴染みにくくなっていることも問題だ。 

 ＧＤＰギャップとは、物価変動の圧力を評価するために「経済全体の供給力」と「総需要」の乖離

を計測したものである。「総需要」は実際のＧＤＰとみなす一方で、「経済全体の供給力」とは、そ

の時々に現存する経済構造を前提に推計した供給能力であり、一般に「潜在ＧＤＰ」と呼ばれている。

こうしたＧＤＰギャップは、物価変動圧力を評価するための基本的な指標の１つとして、国際機関や

各国中央銀行などの経済情勢分析でも良く用いられる。 

 実際、内閣府で試算された 80 年以降のＧＤＰギャップをインフレ率と比べると、ＧＤＰギャップ

はインフレ率に先行して動いていることが確認できる（資料７）。つまり、90 年代後半以降に我が国

がデフレに陥ったのは、基本的にはその間におけるＧＤＰギャップの拡大を反映したものといえる。

ただし、これは 00 年代前半までの期間で見た場合であり、00 年代後半以降に交易損失が拡大した時

期を含めるとそうした関係が崩れている。これは、交易条件の悪化に伴う交易損失の拡大が、近年の

ＧＤＰギャップとインフレ率との関係に希薄化をもたらす一因となっていることを意味している。 

 国を企業に例えれば、製品価格を決定する際には製品の需給環境となるＧＤＰギャップだけではな

く、労働の対価である賃金水準も考慮に入る。ここで交易損失が存在しなければ、追加的な労働投入

から得られる追加的な生産量（労働の限界生産力）の増分だけ実質賃金の上昇に反映される。 

 しかし、日本のように交易損失が存在する場合には、追加的な生産量増分の対価の一部が海外に流

出するため、労働の限界生産力上昇がそのまま実質賃金に結びつかない。労働生産性が上昇しても交

易損失の分だけ実質所得が上昇しなければ、企業は製品価格を引き下げることで需要の拡大を促そう

とするであろう。すなわち、企業は交易損失が存在する分だけ価格を引き上げるインセンティブが削

がれるため、インフレ率に低下圧力がかかることになる。 

 このように交易損失の存在に起因する生産と所得のギャップは、ＧＤＰギャップとは別のルートで

インフレ率に影響を与える。そのためＧＤＰギャップとインフレ率の間には乖離が生じる。その一方

で、内閣府が公表しているＧＤＰギャップから逆算した潜在ＧＤＰ（資本や労働が最大限に利用され

た場合に達成可能な経済活動水準）を基に試算したＧＤＩギャップを見ると、00 年代後半以降はＧＤ

Ｐギャップから下方に乖離しており、インフレ率との連動性が高まっていることがわかる。つまり、

我が国の需要不足の水準はＧＤＰで計った需給ギャップ率のマイナスをさらに下回っている可能性

が高いといえる。 
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資料７　インフレ率と連動高まるＧＤＩギャップ
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●おわりに 

 結局、我が国のＧＤＰの問題点は、生産の伸びがそのまま所得の伸びに結びつかないことにある。

欧米のＧＤＰ統計でも交易損失は存在するが、日本のように貿易構造に偏りがないことから、ＧＤＰ

とＧＤＩの成長率が大きく乖離するということは稀である。ＧＤＰとＧＤＩが同時に公表されること

や、生産よりも所得のほうが景気実感に近いこと等を勘案すれば、経済成長率にＧＤＩ成長率を併用

することも検討されて然るべきだろう。 

 また、ＧＤＰは国内の需給ギャップを計測するにも重要な役割を担っていることから、ＧＤＰ統計

のうち架空の所得となる交易損失を除去したＧＤＩを核にして、よりインフレ率との連動性が高いＧ

ＤＩギャップを作成・公表するといった工夫を検討すべきである。 

 今後もＧＤＰとＧＤＩが大幅に乖離するようなことが続けば、政府の経済対策対応のみならず日銀

の金融政策対応でも誤った判断をもたらすことになり兼ねない。また、ＧＤＰ成長率は、企業の戦略

立案等の際に実態景気の評価として多く用いられていることから、日本国内においても企業経営の判

断を大きく見誤る恐れもある。こうしたことからも、一日も早い実質ＧＤＩ成長率の併用が望まれる。 


